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　私のキャリアにおいて、今ほどビジネ
ス環境が厳しかったことはない。ここ20
年間で社会に出てキャリアを築いてきた
人々にとって、現在直面している精神が
すり減るような意思決定は、かつて経験
したことのないものであろう。しかし、私
が共に仕事をさせていただいた財務・経
理に携わる多くの方々の前向きな姿勢に
はとても励まされる。彼らは業績不振に
関して誰かを責めるのではなく、将来の
成長に必要な研究や技術革新に十分な
投資がなされるよう、その方法を積極的
に模索している。マーケティング予算を
いかに維持するか、また財務・非財務情
報へ即時にアクセスできるようにし、示
唆に富む情報を提供することで、管理職
がより適切な意思決定を行うための環境
をいかに構築するか、こうしたテーマに
ついて、彼らは絶えず検討を行っている。

　本調査を通して、役員層から実作業者
まで、財務・経理機能にかかわるさまざ
まな人々が、現況を打破しようと試みる
過程で、これまで業績を管理するのに使っ
てきた多くのプロセスやツールが、スピー
ド、正確性および情報の粒度といった観
点で「時代遅れ」の状態になってきてい
ると認識していることが分かった。

　また、財務・経理機能は営業・製造と
いった他の事業組織が直面している熾烈
な価格競争や過酷なコスト削減を共に味
わい、より効率性を高める必要があるに
もかかわらず、財務・経理が行っている
業績管理の業務には、いまだに煩雑で時
間を浪費する作業が残っているようだ。

　私たちはこうしたニーズに対しコンサル
ティングの方法論を用いて、迅速かつ大
胆な効果をもたらすソリューションを提供
することができる。本調査で得られた回
答からは、財務・経理分野で働く多くの
人々が「今の姿」と「あるべき姿」のギャッ
プを埋めるためにはタイムリーなアクショ
ンが必要だと認識していることがうかがえ
る。業績管理の「新たな潮流」を捉え、
そのあるべき姿を実現するために、時間
を無駄にはできない。

財務・経理領域に見られるキートレンドは、
さらなる効率化の追求、より有用な情報
の提供、企業における財務・経理機能の
影響力強化の3点である。これら全ての
トレンドを推進する業績管理の革新は、
喜ぶべきものである。
Naomi Smith
CIMA（英国の勅許管理会計士）テクニカルスペシャリスト

David Werrett
パートナー



エグゼクティブサマリー

Closing the gap in performance management  3

財務・経理機能に携わる多くの人々は、2008年の世界的金融危機
によって、これまでのキャリアにない大規模な不景気を経験した。従
来のビジネスが通用せず、その状況を打破するためにはかなりの労
力が必要であった。新しいビジネス環境における事業の再構築およ
び社員の解雇に伴う不安やストレスは、誰もが２度と経験したくない
深い傷跡を残した。

　リーマンショック以降、多くの企業は
生き残りをかけ抜本的なコスト削減に取
り組み、その結果、各社はのべ数十億英
ポンドもの余剰資金を生み出した。しか
し、世界経済の大半は持続的な経済成
長を遂げるまでの回復には至っていない。
このような状況が改善されるにはもう5
年かかると言われており、いまだに消費
者の需要は低迷を続けている。

　こうして本来は投資に使われるべき余
剰資金を抱え込む一方で、低い成長率と
不確実性から脱却できない経済状況にお
いて、CFOが将来について悩むのも無理
はない。1つ明らかに言えることは、10
年前の方が、市場動向や企業の成長戦略
は、はるかにシンプルであったということ
である。

　ただし、この数年の経済危機がよい影
響をもたらしたとすれば、それは財務・
経理機能がただの財産管理人、経理屋
から、経営者の戦略参謀的な役割へと変
革する動きを加速させたことである。こ
の動きは、書籍などで長年その必要性が
述べられてはきていたが、実現されたの
はここ数年のことである。

　現在では、CFO やその配下の組織は、
投資家やその他主要なステークホルダー
から、価値ある戦略の策定・実行におい
てリーダーシップを発揮することが求め
られている。

　本調査は、昨今の不確実な市場環境下
で、企業がステークホルダーに対して約
束した財務的な目標を達成し、将来的な
収益性を確固たるものとするために、財
務・経理機能において優先的に取り組む
べき課題が何であるかを把握すべく実施
した。

　本調査からは、企業が計画策定や予算
管理業務に関して継続的に不満を抱えて
いることがうかがえる。近年の厳しい市
場環境下で利益を最大化させるには、コ
スト管理や採算管理が不十分だと認識し
ていることも明らかになった。また、情
報の品質やシステム間の情報統合の欠陥
が、生産性やタイムリーな意思決定を妨
げているようだ。

　一方で、競合他社が優れた業績管理能
力により競争優位性を確立する前に、多
くの企業が自社のこうした課題に早急に
取り組むことに意欲的である点は喜ぶべ
き結果である。

世界経済の大半は持続的な経済成長を遂げるまでの
回復には至っていない。このような状況が改善されるに
はもう5年かかると言われており、いまだに消費者の
需要は低迷を続けている。
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課題認識
役員層から実作業者まで、幅広
い役職の回答者を対象としたに
もかかわらず、財務・経理領域
の課題の優先順位付けについて
回答者の認識はおおよそ合致し
ていた。（図 1参照）

戦略管理
　ここでいう戦略管理とは、図1の「戦
略的目標へのKPI（業績評価指標）のひ
も付け（54％）」および「KPIの定義・測
定・管理（47％）」を指す。これは明らか
に優先的に取り組むべき課題であり、多
くの企業がいまだに戦略の達成度合いを
測るための適切なKPIの定義や測定に苦
しんでいることがうかがえる。

　他の質問項目に対する回答結果による
と、問題の一部は、非財務的なKPIを財
務目標と結びつけて一元管理することの
難しさにあるようだ。しかし、Balanced 
Scorecard Collaborative 社（ 現 在 の
Palladium 社）が説いたように、自社の
戦略、目標および KPIを整理、配置する
ためのプロセスを確立している企業は極
めて少ない。多くの企業はいまだに大量
の集計結果に埋もれながら、業績を管理
するために暗中模索しているのだ。

コスト管理
　昨今の市場環境において、図1「コスト
管理の改善（47％）」に対する課題認識
が高いことは納得がいく。コスト管理は、
製品／顧客別の採算報告の根幹をなし、
価格設定の柱となり、また同時に組織能
力や無駄なプロセスによる発生コストに
も影響するテーマである。多くの企業は
製品、顧客や社内組織に対して間接費を
配賦しているが、そこから価値ある洞察
を得るには現状のやり方では不十分であ
り、より科学的な方法で因果関係に基づ
くコストの割り振りを行う必要があると、
多くの回答者が考えている。

　なお、図1は全業種を対象とした結果
であるが、業界別にみるといくつかの注
目すべき違いがあった。例えば、「KPIの
定義・測定・管理」はパブリックセクター
では特に重要視されていた（59％）。公
的資金を使ってどのような成果をあげる
かをステークホルダーに対して説明する
責任を持つという性質を考えれば、こう
した傾向が表れるのもうなずける。

　銀行に勤める回答者の71％は「戦略的
目標へのKPIのひも付け」に言及してお
り、これが銀行にとって明らかに優先度
が高い課題であることが分かる。

　金融業界に勤める回答者が「コスト
管理の改善」に大きな課題意識を持っ
ているという結果も出ており、保険会社
（62％）、銀行（57％）がその中でも最も
高い割合であった。「製品／顧客別の採
算管理」は小売／日用品メーカー（56％）、
IT企業（61％）で高い水準にあり、競争
激化が進み収益性の維持が非常に難し
いこれらの業界特性を表していると考え
られる。

図1: 改善の優先順位（全業種）

戦略的目標へのKPIのひも付け

コスト管理の改善

KPIの定義・測定・管理

製品／顧客別の採算管理

組織能力の理解・改善

経営資源の最適配分

非効率・無駄なプロセスによる発生コストの定量化

価格戦略のサポート強化

シェアードサービスのコスト配賦や価格設定
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機動的な計画策定
　ここ数年の不確実な経済情勢により、
計画や予算編成サイクルを短縮し、市場
変化への対応力をより高めることが重要
であるとの認識が広く浸透したようだ。

　市場変化への対応力強化は大企業ほど
特に重要な課題のようで、図2の「予算
編成期間の短縮（33％）」に関して、回
答者の売上規模別にみると、年間10 億
英ポンドを超える大企業では、全体平均
を超える40％が改善の必要性を認識し
ている。予算編成の煩雑さと必要とされ
る要員数は企業規模に比例して大きくな
り、いまだに広く使われている表計算ソフ
トの処理能力を優に超える業務となって
きているのだ。図2の結果を業種別に見
ると、保険業界では「予算編成期間の短
縮」が他のどの選択肢よりも選ばれてお
り（62％）、大企業ほど特に重視している
との傾向も顕著に表れた。

　また、図 2のとおり、多くの回答者
（50％）が「業務計画と財務計画の統
合」を望んでおり、需要予測や生産性
といった業務情報を予算に組み込むこと
で、売上や取引先、協業相手などに変化
があった場合には、迅速に予測修正へ反
映する方向に動き出している。これまで
は、そうしたモデルを実現することは処
理能力の点で難しかった。しかし、秒未
満単位の処理を可能にするインメモリコ
ンピューティングの登場によって、企業は
これまで夢でしかなかった機動性を手に
入れることができるようになった。

図2: 予算管理において改善の必要性を認識している点として回答した割合

50%

41%

40%

33%

業務計画と財務計画の統合

予測能力の向上

ローリング予測への移行

予算編成期間の短縮

予算編成期間の 
短縮
保険業界では「予算編成期間の短縮」が
他のどの選択肢よりも選ばれた（62％）。



より少ない資源で、 
より大きな価値を創造する
　財務・経理機能には、2つの大きな責
任がある。1つ目は経営の意思決定に必
要な情報を提供すること、2つ目は自部
門のコストを削減するために絶えず効率
化を推進することである。すなわち「より
少ない資源で、より大きな価値を創造す
る」ことが求められている。業績管理は、
システムへの投資が、生産性を高めコス
トを削減するのに効果的な分野だと言え
る。同時に、より迅速に信頼性のある情
報を提示することで、経営者に対する提
供価値の向上にもつながる。

　本調査では全体で44％の回答者が、
非定型レポートの作成が難しく、時間を
要する作業だと答えた。一方で、42％の
回答者は自分のいる組織が、タイムリー
な分析を行うために適切なツールを持ち
合わせていないと答えた。図 3は、前
者の非定型レポートの作成が難しく、時
間を要する作業だと回答した割合を役
職別にみたものである。自身の疑問に
対して的確な情報が返ってくるまで日々
長い間待たされているであろうBoard 
level の割合は44％にのぼった。また、
この問題に対して危機意識を持っている
Finance/business analyst が 32％と他
の役職に比べ圧倒的に少なかった点は
興味深い。これは彼らが、業績管理情
報を抽出し分析する工程が、時として膨
大な時間を要するプロセスになるという
ことを嫌というほど分かっていることが
理由と考えられる。

　高い機動性を確保するためには、迅速
に情報へアクセスできる環境が必要だが、
それは情報管理機能やビジネスインテリ
ジェンス機能へ投資することで実現でき
る。直観的に操作ができ、複雑な操作
説明が必要ないインターフェースを有する
ツールが増えてきている中で、アナリスト
の役割は近いうち不要となり、形式的な
報告資料を作成するという単純な役割か
ら、より付加価値を生み出す役割へ、財
務・経理人材の活動領域をシフトするこ
とができる。

図3: 非定型レポートの作成が難しく時間を要する作業と回答した割合（役職別）

51%

48%

46%

45%

44%

42%

32%

Financial controller

Head of finance

Director/finance director

Finance manager

Board level （CEO、COO、CFO など）

Management accountant

Finance/business analyst

44％
の回答者が、非定型レポートの
作成が難しく、時間を要する作
業だと答えた。

42％
の回答者は自分のいる組織が、
タイムリーな分析を行うために
適切なツールを持ち合わせてい
ないと答えた。

6  PwC
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データガバナンスへの 
取り組み
　多数のシステムから得られる情報の
統合および整合性の確保は、あらゆる
回答者にとって優先度の高い課題であっ
た（60％）。情報の品質に関する課題
（43％）、組織内外の情報ニーズに応える
という課題（43％）も同様であった。

　複数の「正しい情報」を持っている（同
じような情報を複数のシステム・部門で
管理しているが、算出方法、認識タイミ
ングおよびインプット情報の違いなどに
より整合性が取れてない状態）との回答
も多く、その割合は図4のとおり企業の
売上規模に応じて高くなる。

　また、回答者の半数以上が、自社
の非財務情報の品質が低いと答えてお
り、役員層に関して言えば、その割合は
83％にものぼる。これは、タブレットや
その他モバイルツールのような、セルフ
ガイド型のビジネスインテリジェンスツー
ルの経営者層への供給がいまだ限定的
であることの表れかもしれない。なお、
この問題に最も不安を感じているのは、
非財務情報の大半を作成するFinance/
Business analyst（38％）とBoard level
（33％）であった。

　こうした問題から多くの企業が依然とし
てデータマネジメントガバナンスに苦しん
でいることが読み取れる。原因の一端は
システム間連携の欠如にあるが、これは
60％の回答者がデータマネジメントにお
ける大きな課題だと感じており、銀行、IT
以外の業界では最も重要視されている。

図4: 複数の「正しい情報」を持っていると答えた回答者の割合（売上規模別）

57%

50%

49%

47%

43%

35%

28%

1,001+

501-1,000

201-500

51-200

26-50

11-25

<10

図5: 複数の「正しい情報」を持っていると答えた回答者の割合（役職別）

38%

24%

24%

20%

19%

17%

14%

Finance/Business analyst

Financial controller

Management accountant

Head of finance

Finance manager

Board level （CEO、COO、CFO など）

Director/Finance director

50％
を超える回答者が、自社の非財務
情報の品質が低いと答えた。
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業績管理能力の強化に向けた投資
今は投資に対して可能な限り短期間で目に見える価値を生み出すこ
とが求められる時代である。その中でほぼ全ての回答者が自社の
業績管理や情報分析機能の改善策を、今後 1-2 年以内に実施する
計画であると答えた。（図 6参照）

図6: 今後 2年間の業績管理への集中投資領域（売上規模別）

全体

71% 73%
70% 69%

66%
68%

73%

62%
66%

57%
59%

43%
39%

48%
45%

42%

36%

43%

48%

37%

30%

41%
43%

28%
24%

28%

33%

70%

501+ 51‒500 <50

予算編成・計画策定・
将来予測

コスト管理 採算レポーティング リスク管理 財務連結 投資評価 財務内容の開示

【凡例】売上規模

予算編成・計画策定・将来予測
　今後1-2 年以内にこの領域に対する改善を行う予定と答えた
回答者が最も多く、全体の71％に及んだ。売上規模にかかわら
ずあらゆる企業にとっての優先取り組み事項であり、非営利団体
（89％）、製造業（75％）、パブリックセクタ―（76％）、保険会社
（77％）、小売／日用品メーカー（77％）、教育機関（75％）、IT企
業（75％）にとっては特に重要な分野である。ここ数年で多くの企
業が、リアルタイムに着地見込みを修正できずに業績悪化を招い
たことを考えれば、当然の傾向だと言えるだろう。

71％
回答者の71％が、今後1-2 年以内に予算編成・
計画策定・将来予測に対する改善を行う予定だ
と答えた。
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図7: 今後 2年間のデータマネジメント・分析への集中投資領域（売上規模別）

情報統合 情報品質／
データガバナンス

ビジネスインテリジェンス

64%
61%

67% 65% 63%
60% 61%

68%

55%

46%

62% 61%

全体 501+ 51‒500 <50【凡例】売上規模

コスト管理
　1-2年以内にコスティング機能の強化に
投資しようと考えている企業の3分の2
以上にとって、コスト管理の領域は極め
て重要なテーマであるとの結果が出てい
る。全ての業界において50％を優に超え
る企業がそのように答えているが、石油・
ガス・エネルギー事業（80％）、そして銀
行（79％）は特に高い関心を持っている。

採算レポーティング
　コスト管理と切っても切り離せない関
係にある採算に関するレポーティングにも
高い関心が集まっており、図6を見ると、
62％もの回答者が、今後 2年以内にこの
領域にさらなる投資を行うと答えている。
この割合は、5億英ポンドを超える売上
高規模の企業に関して言えば66％にもな
る。これは、製品／顧客別の採算管理が
企業規模の大きさに比例して複雑性を増
すことを表していると言える。この分野に
おいて最も活発な動きを見せているのは、
小売／日用品メーカー（77％）だが、需
要が低迷する市場において収益性を維持
するために彼らが直面している障壁を考
えれば納得のいく結果である。ただ、コ
スト管理同様、どの業界も50％を超える
回答者が今後数年間でこの領域に関する
改善を施す意思があると答えている。

　ここ数年間に企業が味わった不確実
な市場環境において生き抜くという経験
は、財務連結（42％）、投資評価（37％）、
財務内容の開示（28％）といった領域
に比して、リスク管理（43％）の重要性
を高めているようだ。財務連結、投資評
価、財務内容の開示といった領域に興味
を持っているのはコーポレートファイナン
ス業務に携わるごく一部の回答者にとど
まる。

採算レポーティング
採算に関するレポーティングにも高い関心が集まっており、62％もの回
答者が、今後 2年以内にこの領域にさらなる投資を行うと答えている。

データマネジメントへの投資
　情報統合（64％）、情報品質／データガバナンス（63％）、ビジネスインテリジェン
ス（55％）への投資には、売上規模や業界にかかわらず多くの企業の関心が寄せら
れており、これら領域にかかわるプロジェクトを2年以内に開始するつもりだと、過半
数の回答者が答えた。（図7参照）

　特に、銀行およびパブリックセクター
ではデータマネジメントに大きな課題認
識を持っているようだ。それぞれ 82％、
81％の回答者が情報品質を投資すべき
領域と見ている。また、それぞれ79％、
73％の回答者が情報統合を向こう数年間
の注力領域として挙げている。

　ビジネスインテリジェンス（55％）も、
優先度の高い集中投資領域の1つであ
る。タブレットをはじめとした直観的な
ユーザーインタフェースを提供する携帯
型デバイスでの分析手法の登場は、ビジ
ネスにおけるビジネスインテリジェンスの
活用を急速に普及させた。このことを考
えると、今後ビジネスインテリジェンスへ
の投資は、情報管理において他領域を圧
倒すると思われる。

82％
銀行業界に属する回答者の 82％
は、情報管理に大きな課題認識を
持っている。
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本調査から、既存の計画策定や予算編成、コスト管理の仕組みでは、
ここ数年の不確実性には対応しきれない状況にあることが浮き彫り
になった。業績管理手法が環境変化に対応できていない現況は、こ
れまで財務・経理機能が事業組織と隔たりがあったことによる弊害と
もいえる。

　CFOには、ビジネスにおける昨今の趨
勢の中で、厳しい状況を打破すべく、新
たな成長機会を見極め、自社の進むべき
方向へかじを切るという新たな役割が求
められつつある。そのために、今、多くの
CFOは、さまざまな局面から、市場環境
に機動的に対応できる業績管理ソリュー
ションに投資すべきだと考えている。

　回答者が、現状の業績管理の仕組み
が抱える課題に対して強い改革意識を
持っていることからも、本来あるべき姿
を彼ら自身が既に描いていることが分か
る。例えば、計画策定・予算編成サイク
ルは、月次や週次ではなく日次でのスケ
ジュール管理が求められており、編成期
間の短縮、機動的な計画・予算の見直し
が必要である。また、マネジメント報告
は、意味のない数値をただ並べ立てるの
ではなく、定量的な根拠に基づく意思決
定を可能とし、将来の見通しや今後の戦
略・アクションを検討する上で一定の示
唆を与えるものでなくてはならない。唯一
の「正しい情報」ともいえるクリーンデー
タの必要性も高く認識されており、さらに
これらの情報を即座に参照できることも
重要である。

　近年、テクノロジーの進歩により、リ
アルタイムレポートの作成には欠かせな
いインメモリコンピューティングや、携帯
デバイスを通して管理職にプロアクティブ
に情報を提供する機能といった新しい技
術が急速に普及し始めている。一部の企
業では、高品質なデータの整備や効果的・
効率的なプロセスによる運用といった業
務面での取り組みだけでなく、業績管理
能力のさらなる強化に向け、他社に対す
る競争優位性の確立につながる価値ある
情報（インテリジェンス）を提供する業
績管理システムの導入も進めている。

　インメモリコンピューティングといった
新技術の出現は、業績管理の領域におい
て、より迅速な情報提供を可能にするだ
けでなく、情報の分析、そして計画・予
算の編成といった面で大きな変革をもた
らす。

　例えば、従来、顧客、チャネル、SKU
（商品などの最小管理単位）、期間および
製品のバージョンなど、複数の切り口に
よる採算性の分析は、その膨大な情報量
により、どうしても計算に時間を要するモ
デルとなり、システムに設定するクエリは
煩雑なものであった。

　しかし現在では、インメモリコンピュー
ティングの恩恵を受け、コスト・採算管理
に関する情報処理のスピードは格段に上
がった。これまでの数時間が今や数秒間
になるイメージで、分析の深さには限り
がない。そのため、複雑な製造・サプラ
イチェーンを通して特定の小売店に供給
された個別製品の種類ごとに、採算性に
関するレポートを、管理職は即座に手に
入れられるようになった。バリューチェー
ンを通じた小さな利益改善の積み重ねが
収益性向上のカギを握るこの時代におい
て、ビッグデータのマイニングは他社に対
する絶対的な競争優位性を築くために必
要不可欠である。

売上や収益性を伸ばすために、財務・経理機能
が事業部門と協働するようになったことで、多く
の回答者は業績管理システムにおける拡張の必
要性を認識するようになったようである。
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　さらに、技術革新は計画・予算編成
にも大きな影響を及ぼす。昨今、企業を
取り巻く環境は流動的であり、急激に変
化する。そういった環境において、企業
が生き抜くためには、予測困難な変化に
応じていかに機動的に動けるかが肝にな
る。本調査からも、経営環境の変化や戦
略の変更を計画値に迅速かつ容易に反映
し、連続的に予測修正を行える状態へ移
行したいと、多くの企業が認識している
ことがうかがえる。

　また、売上や収益性を伸ばすために、
これまで隔たりのあった財務・経理機能
と事業組織の協働が進んだことで、多く
の回答者は業績管理システムを財務・非
財務の垣根を越えて拡張することの必要
性を感じている。

　こうした流れを受け、生産性、販売パ
イプライン、原材料コスト、為替相場など、
キーとなるインプット情報とKPI を恒常
的にモニタリングし、定常的な予算編成・
見直しのタイミングを待たずとも、即時
に対策が打てるような、ドライバーベー
スの計画策定・予算編成の導入が始まっ
ている。これにより、財務・経理機能と
事業組織との連携はさらに加速するであ
ろう。

　ドライバーベースの計画・予算モデル
の構築は以前から要望はあったが、処理
速度が悪く、テクノロジーをいかに活用
するかが焦点であった。しかし、これま
でのところ、いくらシステム的な工夫をし
ても、やはり大規模で多次元的な計画モ

デルの計算には相当な時間を要し、大幅
な改善には至らなかった。また、売上や
業務的なドライバー情報の更新には、生
産・営業部門や現場担当者が腰を据えて
データ入力する時間を確保できるかに依
存する面があるが、日々の業務に追われ
る中で、リアルタイムな更新は負荷が高
いものであった。

　この点、近年の技術革新により、シス
テムによって生成されない手入力による
インプット情報は、ワークフローによって
自動化されたプロセスで、携帯デバイス
から収集することができ、入力画面のテ
ンプレートや通知機能も備えられている。
それにより重要なドライバー情報は日々
モニタリングされ、情報配信も数秒で可
能である。また、インメモリコンピューティ
ングを活用した計画策定モデルを構築す
ることで、どれだけ大規模なドライバー
ベースの計画・予算編成、将来予測モデ
ルでも、リアルタイムで稼働させることが
できる。

　こうした仕組みが実装されることで、
CEOから実務担当者の誰しもが、目標値
や有用な情報を瞬時に参照できる。また、
目標の実現に向けて、改善が必要な課題
の所在も、予算編成モデルがドライバー
ベースのため、自動化された分析処理に
より即座に明らかになる。さらには、複
数シナリオのシミュレーション機能も備
わっているため、課題に対する対応策の
実行や、市場環境の変化といったドライ
バー変更による影響を把握することも可
能である。

　会計システムやテクノロジーの進歩は、
永遠の課題である有効性と効率性の推進
を強力に後押しする。また、CFOや財務・
経理機能の位置付けも、成長機会やリス
クの分析・定量化・比較検討の支援を通
じて、事業組織と肩を並べる、ビジネス
において中心的な役割として見られるよう
になってきた。今後、CFOには、最高の
パフォーマンスを発揮するために、効果的
かつ効率的に業務が遂行できるよう、十
分なリソース確保が保証されるであろう。

　もちろん、財務・経理機能と事業組
織とは常に友好的な協働関係とはならな
いかもしれない。財務・経理機能はどの
時代においても、コストの管理人であり、
自部門だけでなく、全社のコストと収益
性を批判的に評価する中心的な役割を担
うからだ。

　リソースの再配置や、ビジネスチャンス
を掴んで大きな利益をあげたいと模索す
る他部門に対して、時には「ダメだ」と言
わなければならない場面もある。ただ最
後には、優れた洞察を与え、タイムリーな
意思決定を支援する業績管理ソリューショ
ンを提供する財務・経理機能が、大きな
価値をビジネスにもたらすことを、経営層
や事業組織も認めざるを得ないだろう。

会計システムやテクノロジーの進歩は、
永遠の課題である有効性と効率性の推
進を強力に後押しする。
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本調査のデータは、CIMA（英国の勅許管理会計士）のグローバル
会員に対する、2012 年 10月26日から2013 年 1月1日を回答
期間としたオンライン調査で収集した計 893の回答を分析の対象と
した。

所在地
　4分の3近くの回答者は英国在住であり、その他回答
者数の国別割合もCIMA 会員の在住者数におおよそ比例
しているため、所在地による回答率の差はほぼ無かった。

業種
　製造、金融、パブリックセクターを含む、さまざまな業
界で勤務する方から回答を集めた。

図8: 回答者数の地域別割合 図9: 回答者数の業界別割合
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回答者の役職および 
企業規模
　回答者の役職、所属する企業や組織
の規模はさまざまである。ただし、一部
の役職の回答率に偏りがあるようにみえ
るため、調査結果を確認する際はその点
留意する必要がある。

　例えば、売上規模の大きい企業につい
て、Board level からの回答率が低い一
方で、Finance/Business analyst の回答
率が小規模の企業に比べ相対的に高いよ
うに見えるが、これは大企業ほど役職の
専門化が進んでいることの表れである。

総売上高（単位：百万英ポンド）

<10 11-25 26-50 51-200 201-500 501-1,000 1,001+ 合計

Board level （CEO, CIO, COO など） 1％ 1％ 0％ 1％ 0％ 0％ 0％ 3％

Director/Finance director 6％ 2％ 1％ 2％ 3％ 0％ 2％ 16％

Head of finance 1％ 1％ 0％ 1％ 1％ 1％ 1％ 6％

Financial controller 4％ 3％ 2％ 3％ 1％ 1％ 4％ 18％

Finance manager 3％ 3％ 1％ 3％ 3％ 3％ 9％ 25％

Finance/Business analyst 1％ 1％ 1％ 2％ 2％ 2％ 4％ 13％

Management accountant 4％ 3％ 2％ 2％ 1％ 2％ 4％ 18％

合計 21％ 14％ 7％ 14％ 11％ 9％ 24％ 100％

図 10: 回答者数の役職別、売上規模別割合
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